
 
 
 
下記の【資料】を読んで、以下の問題に答えなさい。 
 
問題 1. 【資料】にあるように、「中小企業の賃上げ」が問題になっているが、その理由について、 

自分の意見も含めて 400 字以上 500 字以内で論じなさい。 
(【資料】中にある｢ボルト」とは、金属製の物を結合する留め具、ねじの事である。) 

 
問題 2. 日本全体でコスト増に対応する価格転嫁を進めるためには、どのような対応が求められ 

ますか。【資料】を参考にしながら、自分の意見も含めて 400 字以上 500 字以内で論じ 
なさい。 

 
【資料】 
「コスト増� 価格転嫁進まず� 中小企業賃上げに足かせ」 
原材料高やエネルギー価格の高騰が、中小企業に重くのしかかっている。発注元の大企業から取引

を打ち切られることを恐れ、コストの上昇分を製品価格に転嫁しきれていないためだ。雇用の７割を

支える中小企業にしわ寄せが集中したままだと賃上げは広がらず、経済の好循環の実現を目指すうえ

で大きな足かせとなりかねない。 
 

■納入先が拒否 
「電気料金や油代が上がり、経営は苦しい。でも無理に値上げすれば、取引を切られてしまうかも

しれない」。大阪市内でボルト工場を営む６０歳代の男性はため息をついた。 
男性が、１９７０年代に父親が創業した工場を引き継いだのは２０年程前。従業員６人を雇い、建

設用や車両用を中心に様々なボルトを製造してきた。 
金属を加工する工作機械は動力源の電気だけでなく、潤滑油も大量に使う。材料となる鉄材の値上

がり分は、納入先の部品メーカーも価格転嫁に応じてくれた。しかし、この１年で２～３割上がった

電気料金と油代は反映できていない。 
昨年以降、何度か納入先に持ちかけた。だが、「電気や油が値上がりしたからといって、ボルト１本

分にどれくらい跳ね返るのか。明確に算出できるんですか」と拒まれた。 
１本１００～２０００円程度のボルトをコツコツつくり、年間の売上高は６０００万円に届くかど

うか。今はかろうじて利益が出ているが、いつ赤字になってもおかしくない。男性は「物価が上がっ

て我々の生活も苦しいが、今の状況で大幅な賃上げなんてとても考えられない。かといって、納入先

に理解してもらうのも難しい」と嘆く。 
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■３万品目値上げも

ロシアのウクライナ侵略とコロナ禍からの経済回復が重なり、世界的にインフレ（物価上昇）が進

む。国内でもモノやサービスの値上げは相次いでおり、３月の消費者物価指数は前年同月に比べて３.
２％上昇した。帝国データバンクによると、飲食料品に限っても昨年は２万５０００品目以上が値上

がりし、今年は３万品目に達する可能性があるという。 
値上げは広がっているが、国内の企業がコストの増加分を全て補えているわけではない。 

　三菱総合研究所のＡ氏が、コストの増加分がどれだけ消費者物価に転嫁されているかを国・地域別

に調べたところ、昨年１０～１２月の米国の転嫁率は１３４％と、コスト増以上に値上げが進んでい

たのに対し、日本は４８％だった。森重氏は「長い間、賃金が上がっていない日本の消費者は値上げ

を受け入れるマインドが弱く、企業は十分な価格転嫁に踏み切れていない」と指摘する。 

こうした企業の多くは中小企業とみられる。大阪商工会議所が今年１～２月、会員の中小企業を対

象に実施した調査では、全く転嫁できていない企業が１７.６％に上った。これらの企業も含め、転嫁

率が５割に満たない企業は５２.９％に達した。 

大阪市内で工場を経営する男性（５５）は「大手は下請けを複数抱え、良い条件を示す取引先を選

べる。立場の弱い中小の下請けはそもそも交渉を持ちかけること自体が怖い」と漏らす。 

■国が緊急調査

国内にある企業の９９％は中小企業で、雇用の７０％近くを占める。中小企業の業績が上向かず、

賃上げに踏み切れなければ、物価が上がって企業がもうかり、働く人々の賃金も増えるという経済の

好循環も望めない。 

政府も手をこまねいているわけではない。岸田政権は２０２１年１２月、中小企業の価格転嫁を後

押しする対策を打ち出した。その柱となるのが、発注側の企業に対する調査の強化だ。公正取引委員

会は発注側３万社と受注側８万社に緊急調査を実施し、昨年１２月に結果を公表した。価格転嫁につ

いて協議しなかったり、要請されても理由を答えずに価格を据え置いたりした企業は４０４３社に上 

った。 

さらに、この中で特に受注側の指摘が多かった１３の企業と団体を公表した。名指しされたＢ社は

読売新聞の取材に、「公表されたことを重く受け止めている」とし、現在は積極的に下請け企業と価格

交渉していることを明らかにした。下請けのコストの増加分を発注側が負担する動きも出てきた。Ｃ

社は今年４～９月に購入する部品の価格を１トンあたり１万円程度引き上げる方針だ。Ｄ社は取引先

に対し、電気料金の一部を支給する。十分に価格転嫁できていない部品メーカーに配慮するという。 
下請け関係を巡る企業法務に詳しい長沢哲也弁護士は「コストの上昇に対する負担はサプライチェ 

ーン（供給網）全体で支えるべきだ。発注側の大企業が意識を変える必要がある」と話している。 
出典：読売新聞大阪本社版「NEWS 潮流深層」(2023 年 5 月 17 日朝刊 p.7)より転載。一部修正。
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